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資料－１  調査団員・氏名 
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1. 調査団員氏名、所属 

氏 名 担当業務 現 職 

牧野 修 団長 
独立行政法人 国際協力機構 

国際協力専門員 

増田 吉朗 調査企画 

独立行政法人 国際協力機構 

経済基盤開発部 

運輸交通・情報通信第三課 

田中 清房 
業務主任/運営体制 

ラジオ放送計画 
八千代エンジニヤリング（株） 

和田 益雄 機材計画/維持管理計画 八千代エンジニヤリング（株） 

中村 孝司 建築設計計画 八千代エンジニヤリング（株） 

車田 輝雄 鉄塔施設/環境 八千代エンジニヤリング（株） 

小林 辰哉 調達・施工計画/積算 八千代エンジニヤリング（株） 

中川 義夫 社会状況調査 八千代エンジニヤリング（株） 
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2. 調査日程 

 (1) 基本設計調査 

コンサルタント 

業務主任/ 

運営体制・ 

ﾗｼﾞｵ放送計画

機材計画/ 

維持管理計画

建築設計

計画 

鉄塔施設

/環境 

調達・施工 

計画/積算 
社会状況調査No. 月日 

曜

日 
官ﾍﾞー ｽ 

田中 清房 和田 益雄 中村 孝司 車田 輝雄 小林 辰哉 中川 義夫 

宿泊地

1 3 月8 日 日  移動［成田 21:30 → ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 07:10+1, JL761］    機中 
2 3 月9 日 月  移動［ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 23:40 → ﾅﾝﾃﾞｨ 05:15+1, FJ920］    機中 

移動［ﾅﾝﾃﾞｨ  ゙ 07:00 → ｽﾊ  ゙ 07:30, FJ007］ 
移動［ｽﾊ  ゙ 09:15 → ﾌﾅﾌﾁ 11:35, FJ281］ 

  

3 3 月10 日 火 

移動［成田 13:55 → 
ｿｳﾙ 16:35, KE704］ 
移動［ｿｳﾙ 19:20 → 
ﾅ ﾝ ﾃ ﾞ ｨ  08:25+1, 
KE137］ 

・ ﾂﾊﾞﾙﾒﾃﾞｨｱ局（TMD）表敬、調査日程、ｲﾝｾﾌﾟｼｮﾝﾚﾎﾟｰﾄ、質問表等の説明 
・ TMD既設設備状況調査 
・ 現地再委託業者（社会状況調査）との打合せ 

ﾌﾅﾌﾁ 

4 3 月11 日 水 

移動 ［ﾅﾝﾃﾞｨ →  
ｽﾊ  ゙（陸路）］ 
・JICA ﾌｨｼﾞｰ事務所

打合せ 

・ ｻｲﾄ調査 
・ 公共事業局訪問 
・ 電気通信公社訪問 
・ 教育・ｽﾎﾟｰﾂ省訪問 
・ 防災局訪問 

    ﾌﾅﾌﾁ 

移動［ｽﾊﾞ 09:15 → 
ﾌﾅﾌﾁ 11:35, FJ281］ 

・ ｻｲﾄ調査 
・ 電力公社との協議 
・ 気象庁訪問 
・ 航空局訪問 

    

5 3 月12 日 木 

・ TMDとのM/D協議 
・ ｻｲﾄ調査 

・ 現地再委託業者（自然条件調査）との打合せ 
・ ｻｲﾄ調査 

ﾌﾅﾌﾁ 

6 3 月13 日 金 

・ 財務・経済計画省及び外務・労働

局との協議 
・ TMDとのM/D協議 

・ ｻｲﾄ調査等    ﾌﾅﾌﾁ 

7 3 月14 日 土 ・ 社会状況調査、港湾施設調査等      ﾌﾅﾌﾁ 
8 3 月15 日 日 ・ 団内打合せ及び資料整理      ﾌﾅﾌﾁ 

9 3 月16 日 月 
・ TMDとのM/D協

議 
・ 同左 
・ ｻｲﾄ調査 

    ﾌﾅﾌﾁ 

・ TMDとのM/D署名  

10 3 月17 日 火 
移動［ﾌﾅﾌﾁ 12:20 →
ｽﾊﾞ 14:40, FJ280］ 

・ 統計局訪問 
・ 土地・測量局訪問 

・ 自然条件調査の進捗確

認 
・ 仕様書、図面作成 

（業務主任と同じ） ﾌﾅﾌﾁ 

11 3 月18 日 水 

・ 在ﾌｨｼﾞｰ日本国大

使館及びJICAﾌｨｼ

ﾞｰ事務所への報告 
・ AusAID訪問 
移動 ［ｽﾊ  ゙→  
ﾅﾝﾃﾞｨ （陸路）］ 

・ TMDとの協議（施設・機材計画、研修計画等） 
・ ｻｲﾄ調査 
・ 仕様書、図面作成 
・ 計画・予算局訪問 

 ﾌﾅﾌﾁ 

12 3 月19 日 木 

移動［ﾅﾝﾃﾞｨ 10:30 
→  成 田  17:00, 
FJ302］ 

・ TMDとの協議（施設・機材計画、維持管理計画等） 
・ 仕様書、図面作成 
・ 教育局訪問 
・ 自然条件調査の進捗確認 

 ﾌﾅﾌﾁ 

13 3 月20 日 金 

 ・ TMDとの協議（施設・機材計画、財務等） 
・ 仕様書、図面作成 
・ 警察署、防災局、保健局訪問 
・ 自然条件調査の進捗確認 

 ﾌﾅﾌﾁ 

14 3 月21 日 土 
 ・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成 

・ 自然条件調査の進捗確認 
    ﾌﾅﾌﾁ 

15 3 月22 日 日  ・ ﾌｨｰﾙﾄﾞﾚﾎﾟｰﾄ作成     ﾌﾅﾌﾁ 

16 3 月23 日 月 
 ・ 首相府及びTMDとのﾌｨｰﾙﾄﾞ

ﾚﾎﾟｰﾄ協議 
・ 同左 
・ 自然条件調査結果の照査 

 ﾌﾅﾌﾁ 

17 3 月24 日 火 
 ・ 首相府及びTMDとのﾌｨｰﾙﾄﾞ

ﾚﾎﾟｰﾄ署名 
・ 補足調査    ﾌﾅﾌﾁ 

18 3 月25 日 水  ・ 航空局との協議 ・ 補足調査    ﾌﾅﾌﾁ 
19 3 月26 日 木  移動［ﾌﾅﾌﾁ 12:20 →ｽﾊﾞ 14:40, FJ280］   ・ 補足調査 ｽﾊ  ゙

20 3 月27 日 金 
 ・ 現地再委託業者（自然条件調査）との打合せ 

・ 現地工事業者訪問及び見積書収集 
 ・ 補足調査 ｽﾊ  ゙

21 3 月28 日 土  ・ 市場調査 ・ 市場調査   ・ 補足調査 ｽﾊ  ゙
22 3 月29 日 日  ・ 団内打合せ及び資料整理 ・ 同上   ・ 調査打合せ ｽﾊ  ゙

23 3 月30 日 月 

 ・ ﾌｨｼﾞｰ放送公社訪問 
・ 市場調査 

・ 現地再委託業者(自然条件調査)より調査

報告書入手 
・ 現地工事業者訪問及び見積書収集 

移動 
［ﾌﾅﾌﾁ発16:00 
船中泊］ 

ｽﾊ  ゙
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コンサルタント 

業務主任/ 

運営体制・ 

ﾗｼﾞｵ放送計画

機材計画/ 

維持管理計画

建築設計

計画 

鉄塔施設

/環境 

調達・施工 

計画/積算 
社会状況調査No. 月日 

曜

日 
官ﾍﾞー ｽ 

田中 清房 和田 益雄 中村 孝司 車田 輝雄 小林 辰哉 中川 義夫 

宿泊地

24 3 月31 日 火 

 ・ ﾌｨｼﾞｰ空港公社訪問 
・ 市場調査 

・ 現地工事業者訪問及び見積書収集 
・ 市場調査 

移動［ﾆｳﾗｷﾀ着

06:00］ 
・ 既設FM設備

及びﾗｼﾞｵ受信

ﾚﾍﾞﾙ調査 
・ 住民ﾋﾔﾘﾝｸﾞ

調査 
移動 
［ﾆｳﾗｷﾀ発11:00
船中泊］ 

ｽﾊ  ゙

25 4 月1 日 水 

 ・ 在ﾌｨｼﾞｰ日本国大使館及びJICA ﾌｨｼﾞｰ事務所への報告  移動［ﾇｸﾗｴﾗｴ着

06:00］ 
・ 既設FM設備

及びﾗｼﾞｵ受信

ﾚﾍﾞﾙ調査 
移動 
［ﾇ ｸ ﾗ ｴ ﾗ ｴ発

18:00 船中泊］

ｽﾊ  ゙

26 4 月2 日 木 
 移動［ｽﾊ  ゙ 06:05 → ﾅﾝﾃﾞｨ 06:35, FJ004］ 

移動［ﾅﾝﾃﾞｨ 09:15 → ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 11:15, FJ921］
 
 

 
 

移動［ﾌﾅﾌﾁ着

06:00］ 
ﾌﾞﾘｽﾍ

ﾞﾝ 
27 4 月3 日 金  移動［ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 08:55 → 成田 16:45, JL762］   ・補足調査  
28 4 月4 日 土     ・ 資料整理  
29 4 月5 日 日     ・ 資料整理  
30 4 月6 日 月     ・ 補足調査  

31 4 月7 日 火 

    移動［ﾌ ﾅ ﾌ ﾁ

12:20 → ｽ ﾊ ﾞ

14:40, FJ280］ 
移動［ｽﾊ  ゙ 18:30
→ ﾅﾝﾃﾞｨ 19:00, 
FJ024］ 

 

32 4 月8 日 水 

    移動［ﾅﾝﾃ ﾞ ｨ

20:40 → ﾌﾞﾘｽﾍ
ﾞﾝ 22:55, FJ921］

 

33 4 月9 日 木 

    移動［ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ

08:45 →  成田

17:05 JL762］ 

 

 

(2) 基本設計概要書説明日程 
コンサルタント 

官ﾍﾞー ｽ 
業務主任/ 
運営体制・ 

ﾗｼﾞｵ放送計画 

調達・施工 

計画/積算 
No. 月日 

曜
日 

三国成晃 田中清房 小林辰哉 

宿泊地 

1 7 月26 日 日 移動［成田 21:10 → ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 07:05+1, JL761］ 機中泊 
2 7 月27 日 月 移動［ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 11:30 → ﾅﾝﾃﾞｨ 17:00, FJ920］ ﾅﾝﾃﾞｨ 

3 7 月28 日 火 

移動［ﾅﾝﾃﾞｨ  ゙ 06:15 → ｽﾊ  ゙ 06:45, FJ005］ 
移動［ｽﾊ  ゙ 09:15 → ﾌﾅﾌﾁ 11:35, FJ281］ 
・ 首相府及びTMD表敬、ﾄﾞﾗﾌﾄﾚﾎﾟｰﾄ説明・協議 

ﾌﾅﾌﾁ 

4 7 月29 日 水 

・ 計画内容確認調査 
・ 首相府及びTMDとのM/D署名 
・ 港湾調査 

ﾌﾅﾌﾁ 

5 7 月30 日 木 移動［ﾌﾅﾌﾁ 12:20 → ｽﾊ  ゙ 14:40, FJ280］ ｽﾊ  ゙

6 7 月31 日 金 
・ 在ﾌｨｼﾞｰ日本国大使館、JICA ﾌｨｼﾞｰ事務所への報告 
移動［ｽﾊ  ゙ 18:00 → ﾅﾝﾃﾞｨ 18:30, FJ018］ 

ﾅﾝﾃﾞｨ 

7 8 月1 日 土 移動［ﾅﾝﾃﾞｨ 08:15 → ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 10:30, FJ921］ ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 
8 8 月2 日 日 移動［ﾌﾞﾘｽﾍﾞﾝ 08:45 → 成田 17:05, JL762］  
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3. 関係者（面会者）リスト 

 所属及び氏名 職位 

首相府 
Office of the Prime Minister 

Mr. Solofa Uota Acting Secretary to Government 

外務・労働局（首相府） 
Department of Foreign Affairs and Labour 

Ms. Corinna Ituaso Laafai Bilateral and Regional Affairs Officer 

航空局（首相府） 
Department of Civil Aviation 

Mr. Vitoli F. Iosefa Civil Aviation Officer 

Mr. Uinga Paelate Assistant Civil Aviation Officer 

防災局（首相府） 
Department of Disaster Management 

Mr. Sumeo Silu Disaster Coordinator 

ツバルメディア局（首相府） 
Tuvalu Media Department 

Mrs. Melali Taape Director 

Mr. Stanley Manao Chief Engineer 

Mr. Telaulini Niuatui Senior Technician 

Mr. Joshua Tui Tapasei Technician 

Mr. Suitupu Setema Technician 

気象庁（首相府） 
Department of Meteorological Service 

Mr. Niko Iona Aerology Officer 

財務・経済計画省 
Ministry of Finance and Economic Planning 

Mr. Amosa Taui Acting Director of Planning and Budget 

Ms. Sunema Simati Acting Director of Planning and Budget 

Mr. Stephen Boland Budget Management Specialist 

税関局（財務・経済計画省） 
Department of Customs 

Mr. Salesi Safega Director of Customs 

統計課（財務・経済計画省） 
Central Statistics Division 

Mr. Semu Malona Government Statistician 
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教育・スポーツ・青年省 
Ministry of Education and Sports 

Mr. Michel Noa Senior Education Officer 

Mr. Teake Esene Sport Officer 

運輸・観光局（運輸・通信・観光省） 
Department of Transport and Tourism, Ministry of Communication, transportation and Tourism 

Mr. Pusinelli Laafia Secretary to Communication 

公共事業局（公共事業・産業省） 
Public Works Department, Ministry of Public Utilities and Industries 

Mr. Ampelosa Tehulu Director 

Mr. Fakasa Tofinga Acting Housing Officer 

Mr. Greg Wolff Water and Sanitation Adviser, AusAID (PACTAM) 

土地・測量局（資源省） 
Department of Lands & Survey, Ministry of Natural Resources & Lands 

Mr. Faatasi Malologa Director 

プリンセス・マーガレット病院 
Princess Margaret Hospital 

Dr. Puakena Boreham Medical Superintendent 

Dr. Pelesala Kaleia Physiotherapist 

警察署 
Police Office 

Mr. Tipelu Kauani Superintendent 

ツバル電気通信公社 
Tuvalu Telecommunications Corporation 

Mr. Simeti Lopati General Manager 

ツバル電力公社 
Tuvalu Electricity Corporation 

Mr. Mafalu Lotolua General Manager 

ニュージーランド航空 
New Zealand Airways 

Mr. Warwick Daldy Principal Technician 

フィジー空港公社 
Airports Fiji Limited 

Mr. Vula C. Seru Manager ATM 

Mr. Kelepi Dainaki Aeronautical Technical Officer 
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フィジー放送公社 
Fiji Broadcasting Corporation Limited 

Mr. Riyaz Sayed - Khaiyum Chief Executive Officer 

Mr. Apisai Bakani Director Engineering & Technical Services 

オーストラリア国際開発庁 在フィジースバ事務所 
AusAID in Fiji - Suva Office 

Ms. Lily-Anne Homasi Assistant Program Manager (Tuvalu) 
Development Cooperation Section 

国立環境研究所 地球環境研究センター 
Center for Global Environmental Research, National Institute for Environmental Studies 

Mr. Hiroya Yamano Doctor 

在フィジー日本国大使館 
Embassy of Japan in Fiji 

Mr. Tatsushi Matsuo First Secretary 
Economic Cooperation 

JICA フィジー事務所 
JICA Fiji Office 

Mr. Juichiro Sasaki Resident Representative 

Mr. Nariaki Mikuni Senior Representative 

Ms. Hiroko Sannomaru Assistant Resident Representative 

JICA 専門家 
JICA Specialist 

Mr. Kazuyoshi Ogawa Adviser 
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5. 事業事前計画表（基本設計時） 

1. 対象事業名 

 ツバル国 中波ラジオ放送網防災整備計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

(1) ツバル国（以下、「ツ」国と称す）の開発は、2005 年に国連本部にて発表された「TE KAKEEGA II」を

基本理念として持続的開発計画が進められており、主要課題のうち、保健、教育・人材開発、インフラ

開発について、中波ラジオ放送はこれらの情報伝達ツールとして活用が期待されている。特に、離島

住民に対する情報格差是正や緊急災害時の安定した国民への情報伝達手段として、国土全体をカ

バーできる広域な中波ラジオ放送の役割は極めて大きい。 

(2) 「ツ」国では、1975 年に中波ラジオ放送が開始され、1999 年からは唯一の公共ラジオ放送を担うツバ

ルメディア公社（Tuvalu Media Corporation、以下 TMC と称す）により、離島を含む「ツ」国全域に対し

ラジオ放送が提供されてきた。しかし、公共事業の民営化の流れの中で公社化された TMC にとって、

放送セクターはもともと小さな市場であったため、広告収入等採算に見合う収益を十分に上げることは

困難であったことから、TMC は 2008 年 1 月、公社から首相府傘下の直属機関ツバルメディア局

（Tuvalu Media Department、以下 TMD と称す）となった。 

(3) 「ツ」国の地方部の各環礁島は、首都のフナフチを中心に広域に分布しており、またフナフチと各環礁

島を結ぶ連絡船は月に 1 便程度である等の事情から、中波ラジオ放送が全国への唯一の情報伝達

手段となっていた。しかし、火災事故による送信機の故障とアンテナマストの倒壊により、2002 年以

降、中波ラジオ放送は中断している。その後、TMC は衛星回線を利用した FM ラジオ放送網を整備

し、各環礁島に設置した FM 送信機を用いてラジオ放送を実施してきた。しかしながら、衛星を経由し

た FM 放送方式は複雑であり、送信機及び電源の故障等により放送が数ヶ月停止する等、不安定な

運営を余儀なくされていることから、運営・管理の効率化を実現できる中波ラジオ放送網整備に関す

る無償資金協力が要請された。 

(4) この要請を受けて我が国は協力準備調査を実施し、無償資金協力事業としての必要性、緊急性、妥

当性を確認するとともに、「ツ」国に本計画によって導入される機材の維持管理能力及び地方部の各

環礁島におけるラジオ放送の役割や中波ラジオ放送の再開に対する要望が強いことを確認した。 

(5) 本計画は各環礁島での FM 放送に比較して維持管理が容易で安定したラジオ放送が可能な中波ラ

ジオ放送の整備を行うことを目的としている。これにより、各環礁島を含むツバル国全土に中波ラジオ

放送が提供され、公共放送としてニュース、娯楽番組の他、教育、保健衛生、啓蒙普及番組を含む豊

かで変化に富む情報を国民に安定して提供できるようになるとともに、災害等が発生した際に、迅速

かつ正確に信頼性の高い情報を中波ラジオ放送を通じて全国民に対し提供することが可能となり、妥

当性がある。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

中波ラジオ放送が再開され、離島の住人に対し信頼性の高い安定した情報が提供される。 

《裨益対象の範囲及び規模》 

TMD のラジオ放送を受信可能である「ツ」国全国民 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

ラジオ放送局舎の建設及び中波ラジオ放送機材が調達・据付けされる。 

離島の住人を含む全国民に多様な情報が提供される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 
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 1) ラジオ放送局舎、中波ラジオアンテナシステム、送信機材、自動電圧制御装置、主調整室機材、制

作スタジオ機材等の整備 

 2) 番組制作の迅速化及び効率化 

 3) 運営・維持管理体制を整え、必要な予算措置及び人員の配置 

 4) 上記施設・機材に関する運営・維持管理予算の確保 

(4) 投入（インプット） 

 1) 日本側（＝本案件）： 無償資金協力 7.89 億円 

 2) 「ツ」国側 

  (ｱ) 運営維持管理費及び要員の確保 

  (ｲ) 施設・機材の運営・維持管理に係る経費 

(5) 実施体制 

・ 主管官庁： 首相府 

・ 実施機関： 首相府（ツバルメディア局が担当部局) 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 

ツバル国 フナフチ 

(2)  概要 

TMD のラジオ放送局舎及び送信機建屋の建設と、放送機材（中波アンテナシステム、10 ｋW 中波送

信機、送信機用電源・空調設備、主調整室システム、オンエアスタジオシステム、制作スタジオシステ

ム、編集システム、ニュース取材用機材、保守用測定器・工具及び消耗品）の調達・据付工事 

(3) 相手国側負担事項 

1) プロジェクト・サイト近隣における一時保管場所の提供、2) 新アンテナ用地内の草刈り及び障害

物の撤去、3) 既設機材、ケーブル等の撤去工事（既設スタジオ及び主調整室の移設工事含む）、4) 

撤去資材の廃棄場所の確保、5) 市内電源の確保（既設変電所からラジオ放送局舎及び送信機建屋ま

での電力ケーブルの提供、並びにラジオ放送局舎への非常用電源の確保含む）、6) ラジオ放送局舎

への電話回線（2 回線）の確保及びスタジオから送信機までのバックアップ用番組伝送回線の確保、7) 

ラジオ放送局舎屋根への既設衛星受信アンテナの設置、8) ラジオ放送局舎敷地沿いのフェンス及び

門扉の設置 

(4) 概算事業費 

概算事業費 7.91 億円 (無償資金協力 7.89 億円、「ツ」国側負担 2.35 百万円) 

(5) 工期 

16 ヶ月（各詳細設計、入札期間を含む） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 

なし 

5. 外部要因リスク 

大きな政治、経済混乱がない。 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

なし 
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7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1)  プロジェクト全体計画の目標達成を示す指標 

(2) その他の成果指標 

特になし 

(3) 評価のタイミング 

2012 年以降（実施後 1 年後） 

項  目 現状（2009 年） 実施後 1 年後（2012 年） 

ラジオ放送状況 中波ラジオ放送はアンテナマスト倒壊

及び機材の故障のため中断している。

またFM放送は維持管理が難しく、頻繁

に起こる故障により地方部の環礁島8ヶ

所のうち 2 ヶ所で受信不可、残りの 6 ヶ

所でも不安定な受信状態である。 

中波ラジオ放送が復旧し、地方部の

環礁島を含む全国民に対して、安定

かつ継続してラジオ放送により各種

情報が提供される。 
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